
国土交通省 





番号 制度名

国交01 物流効率化のための計画に基づき取得した事業用資産に係る特例措置の延長

国交02 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の1,500万円の特別控除の延長

国交03 土地区画整理事業における共同施設区制度(仮称)の創設に伴う課税の特例措置の拡充

国交04
国の無利子貸付を受けて整備された旅客施設等及び官民連携による国際クルーズ拠点を形成する港湾において整備された旅客施
設等に係る特例措置の創設

国交05 港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）の耐震化の推進のための特例措置の拡充・延長

国交06 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構の資本割に係る課税標準の特例措置の創設

 国土交通省

-265-



（参考） （参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 50 28 56.0% 19 ▲144.0 ▲68.0 47.2% 91.6% － 不明 不明 － ▲23.6 － － － － － － － 不明 2,479 不明 89,095 30.7%

H24 32 32 100.0% 24 ▲61.0 ▲69.0 113.1% 96.7% － 不明 不明 － ▲119.0 － － － － － － － 不明 11,637 不明 100,732 34.7%

H25 37 33 89.2% 19 ▲57.0 ▲70.0 122.8% 87.3% 0.0% 不明 不明 － ▲11.8 － － － － － － － 不明 30,714 不明 131,446 45.3%

H26 39 20 51.3% 20 ▲68.0 ▲28.0 41.2% 90.4% 0.0% 不明 ▲14.0 － ▲12.9 － － － － － － － 19,031 9,061 不明 140,507 48.5%

H27 48 20 41.7% 20 ▲79.0 ▲31.0 39.2% 84.8% 0.0% 不明 ▲17.0 － ▲14.7 － － － － － － 不明 19,031 不明 不明 － －

H28 20 57 285.0% － ▲16.4 ▲97.0 591.5% － － 不明 ▲53.0 － － 20.0% － 10.0% 6.9% 50.0% － 29,000 19,031 不明 不明 － －

H29 66 － － － ▲117.0 － － － － ▲64.0 － － － 20.0% 20.0% － － － 不明 29,000 19,031 － － － －

H30 71 － － － ▲125.0 － － － － ▲68.0 － － － 20.0% 20.0% － － － 不明 － 19,031 － － － －

H31 77 － － － ▲144.0 － － － － ▲69.0 － － － 20.0% 20.0% － － － 不明 － 19,031 － － － －

H32 87 － － － ▲167.0 － － － － ▲81.0 － － － 20.0% 20.0% － － － 290,000 － 19,031 － － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

目標「平成32年度末までにCO2排出量を29万t（1990年比25%）削減」（平成26年度評価
時）減収額

（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

目標
達成度租特の直

接的効果

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

租特の直
接的効果

実績 目標
達成度

実績
（累計）

【総括表】
租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人
税・％）

適用実態調査
における適用件
数（法人税・
件）

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人
税・％）

適用実態調査におけ
る租税特別措置ごと
の影響額（地方法
人二税・地方法人特
別税・百万円） 目標値

（t）
目標

（単年度）

目標「平成32年度における新設・増設される営業倉庫に係る輸送フロー
に係る労働生産性を政策を実施しない場合と比べて2%向上させるため、
平成32年度における特定流通業務施設を新設倉庫の割合の2割とす
る」（平成29年度評価時）

目標値 将来予測

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

実績

政策目的

法人税

関係条項   措法第48条、第68条の36

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 S49

  措置の適用期限を平成32年3月31日まで2年間延長する。

  （物流総合効率化法の改正に合わせた）対象法人及び対象資産である倉庫用建物等の要件の見直し

   従前どおり

過去の政策評価の実績   H22国交44、H24国交04、H26国交03、H27国交01

   物流分野における労働力不足、より一層の地球温暖化対策の必要性等、昨今の物流をめぐる社会情勢の変化に対応するため、省労働力型の物流体系を構築し、もって我が国の産業や国民生活に必要な物流機能の安定的かつ持続的な
確保を図る。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交01） （評価実施府省：国土交通省）

  物流効率化のための計画に基づき取得した事業用資産に係る特例措置の延長
  （倉庫用建物等の割増償却）

措置の内容

平成27年度時点   総合効率化計画の認定を受けた法人又は確認を受けた法人が、物資流通拠点区域において、特定流通業務施設である倉庫用建物等の取得等をした場合には、5年間、普通償却限度額の10％の割増償却ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

【基本情報】
   制度名
（措置名）

【H29 国交01】-266-



【H29 国交01】
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【H29 国交01】
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【H29 国交01】-272-



 

 
 

 

 

 
 

 

【H29 国交01】
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【H29 国交01】-274-



 
 

 

 
 

【H29 国交01】

-275-



 
 

 
 

 

【H29 国交01】-276-



【H29 国交01】

-277-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 2 0 0.0% 72 不明 ▲0 － 24.6% 不明 不明 － ▲81.8 不明 不明 不明 不明 － 9,200 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H24 2 2 100.0% 78 ▲7.7 ▲12.0 156.9% 23.9% ▲3.8 ▲4.0 104.2% ▲80.3 不明 不明 不明 不明 － - 不明 30.5 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H25 2 0 0.0% 78 不明 ▲0 － 22.7% 不明 ▲0 － ▲82.9 不明 不明 4.2% 不明 － - 不明 0 不明 － 不明 不明 42.0% 不明 － 不明 不明 37.0% 不明 －

H26 1 0 0.0% 76 ▲6.0 ▲0 0.0% 23.0% ▲1.9 ▲0 0.0% ▲84.5 不明 不明 不明 不明 － - 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H27 1 0 0.0% 83 ▲6.0 ▲0 0.0% 22.6% ▲1.9 ▲0 0.0% ▲86.9 不明 不明 不明 不明 － - 不明 不明 不明 － 50.0% 50.0% 50.0% 不明 不明 － 不明 50.0% 不明 不明 －

H28 1 0 0.0% － ▲6.0 ▲0 0.0% － ▲1.9 ▲0 0.0% － 不明 不明 不明 不明 － - 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 － 不明 不明 不明 不明 －

H29 1 － － － ▲3.5 － － － ▲1.2 － － － 不明 不明 － － － 16,294 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H30 1 － － － ▲3.5 － － － ▲1.2 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H31 1 － － － ▲3.5 － － － ▲1.2 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － － 不明 不明 － － －

H32 1 － － － ▲3.5 － － － ▲1.2 － － － 不明 不明 － － － 不明 200 － － － 47.0% 47.0% － － － 50.0% 45.0% 45.0% － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － 13,500 － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 0.0% 0.0% － － － － － － － － － － － － － － － － － －

目標③「子育て世帯における誘導居住面積水準達成率の
向上（全国）」

（参考）
平成26年度
評価時の目
標値

目標④「子育て世帯における誘導居住面積水準達成率の
向上（大都市圏）」

（参考）
平成26年度
評価時の目
標値

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標②「都市再生誘発量（平成29年度から
平成33年度の間に、他の施策と合わせ
13,500haを整備する）」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

目標値
（ha） 将来予測 実績 目標

達成度租特の直
接的効果

適用実態調
査における適
用額の上位
10社割合
（法人
税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

【総括表】

適用実態調
査における適
用件数（法
人税・件）

適用実態調査に
おける租税特別
措置ごとの影響額
（地方法人二
税・地方法人特
別税・百万円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「最低居住面積水準未満率4.2％を早
期に解消する」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 延長

創設年度 H6

   措置の適用期限を平成33年3月31日まで3年間延長する。

【基本情報】

   措法第65条の4、第68条の75

過去の政策評価の実績 H23国交03、H26国交11

・居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を促進する。
・都市再生・地域再生を推進する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交02） （評価実施府省：国土交通省）

   特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の1,500万円の特別控除の延長
   （特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の所得の特別控除）

措置の内容

平成27年度時点    土地等が宅地造成事業等により買い取られ、対価又は交換資産の取得をした場合には、その譲渡益の額の範囲内で1,500万円の特別控除ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   従前どおり

   従前どおり

   制度名
（措置名）

【H29 国交02】-278-



【H29 国交02】

-279-



【H29 国交02】-280-



 
 

【H29 国交02】

-281-



  

【H29 国交02】-282-



  

【H29 国交02】

-283-



【H29 国交02】-284-



【H29 国交02】

-285-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － 134 － － － ▲118,900.0 － － － ▲51,000.0 － － － － － － －

H26 － 161 － － － ▲74,400.0 － － － ▲31,900.0 － － － － 不明 不明 －

H27 － 139 － － － ▲35,200.0 － － － ▲7,500.0 － － － － 不明 不明 －

H28 145 － － － ▲70,600.0 － － － ▲23,500.0 ー － － － － 不明 不明 －

H29 145 － － － ▲70,600.0 － － － ▲19,400.0 － － － 不明 不明 － － －

H30 145 － － － ▲70,000.0 － － － ▲19,400.0 － － － 不明 不明 － － －

H31 145 － － － ▲70,000.0 － － － ▲19,400.0 － － － 不明 不明 － － －

H32 145 － － － ▲70,000.0 － － － ▲19,400.0 － － － 不明 不明 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － 13,500 70 － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標「都市再生誘発量（平成29年度から平成33年度の間に、他の施策
と合わせ、13,500haを整備する）」

目標値
（ha）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充

創設年度 S44

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交03） （評価実施府省：国土交通省）

   土地区画整理事業における共同施設区制度(仮称)の創設に伴う課税の特例措置の拡充
   （換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例）

措置の内容

平成27年度時点    資産が土地収用法等の規定により収用等され、同種の資産又は補償金等の取得をした場合には、その譲渡益の額の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、補償金等をもって土地等を取得した場合又は特別勘定を設けた場
合についても課税の繰延べができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    従前どおり

   完全支配関係がある法人の間で譲渡された譲渡損益調整資産の譲渡利益額を引き続き計上しないこととする措置について、対象に個別利用区内の宅地への権利変換を加えた。

   制度名
（措置名）

   土地区画整理事業の施行地区内の低未利用土地の有効かつ適切な利用を通じて都市機能増進施設（誘導施設）の整備促進を図るため、共同施設区（仮称）を設け、申出により共同施設区（仮称）に
換地処分された場合について、申出者に対して既存税制の特例（換地処分における従前地譲渡の特例、グループ法人税制の特例）を適用する。

【基本情報】

   措法第65条、第68条の72

過去の政策評価の実績    H27国交02

   空き地等が時間的・空間的にランダムに生じる「都市のスポンジ化」が進行したエリアについて、土地区画整理事業の施行地区内で低未利用土地の所有者等の宅地を申出により共同施設区（仮称）に集約換地し、集客性があり、まちの顔と
なるような誘導施設の整備を促進する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

【H29 国交03】-286-
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（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H24 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H25 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H26 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H27 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H28 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H29 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H30 1 － － － ▲1.2 － － － － － － － － 不明 － － －

H31 6 － － － ▲7.1 － － － － － － － － 不明 － － －

H32 6 － － － ▲7.1 － － － － － － － 500 500 － － －

H33 － － － － － － － － － － － － － － － － －

H34 － － － － － － － － － － － － － － － － －
H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円） 租特の直

接的効果
実績

目標「平成32年度における訪日クルーズ旅客数500万人」

目標値
（万人）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交04） （評価実施府省：国土交通省）

   国の無利子貸付を受けて整備された旅客施設等及び官民連携による国際クルーズ拠点を形成する港湾において整備された旅客施設等に係る特例措置の創設
   （－）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －

   制度名
（措置名）

   国の無利子貸付を受けて整備された旅客施設等及び官民連携による国際クルーズ拠点を形成する港湾において整備された旅客施設等について、法人税の特例措置（取得後5年間30％割増償却）を創設す
る。

【基本情報】

   －

過去の政策評価の実績    －

   旅客施設等を整備する民間事業者が安定的に事業を営むことができる環境を整備することにより、今後の各地におけるクルーズ船の受入施設の拡充と寄港の拡大を図り、もって観光先進国の実現、地域振興等に寄与する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

【H29 国交04】-292-



【H29 国交04】

-293-



 
 

 

 
 

【H29 国交04】-294-



 

 
 

【H29 国交04】

-295-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － ー － － － ー － － － － － － － － －
H24 － － － ー － － － ー － － － － － － － － －
H25 － － － ー － － － ー － － － ー － － － － －
H26 不明 0 － 1 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － 内訳不明 ー 不明 不明 不明 －
H27 不明 0 － 0 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － 内訳不明 ー 不明 不明 不明 －
H28 不明 0 － － 不明 ▲0 － － 不明 ▲0 － － ー 不明 不明 不明 －
H29 0 － － － ▲0 － － － ▲0 － － － ー 不明 － － －
H30 2 － － － ▲120.0 － － － ▲30.0 － － － ー 不明 － － －
H31 4 － － － ▲460.0 － － － ▲150.0 － － － ー 不明 － － －
H32 5 － － － ▲340.0 － － － ▲110.0 － － － ー 不明 － － －
H33 3 － － － ▲160.0 － － － ▲50.0 － － － ー 不明 － － －
H34 4 － － － ▲270.0 － － － ▲90.0 － － － ー 不明 － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － 不明 － － － －

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標「南海トラフ地震及び首都直下地震の30年内発生確率が90％まで
上昇する今後10年間（平成30年～平成39年）で、南海トラフ防災対
策推進区域又は首都直下地震緊急対策区域にあり、緊急確保航路に接
続する港湾における耐震強化岸壁等に至る航路沿いの民有護岸等（16
港 概ね200施設）のうち、特に耐震改修が必要となるものについて、耐震
性の確認及び耐震改修を概ね完了すること」

目標値 目標
達成度

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・百万円）

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 拡充・延長

創設年度 H26

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交05） （評価実施府省：国土交通省）

   港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）の耐震化の推進のための特例措置の拡充・延長
   （耐震基準適合建物等の特別償却（港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）））

措置の内容

平成27年度時点    港湾隣接地域内において有する特定技術基準対象施設につき、港湾管理者からの求めに対し技術基準のうち地震に対する安全性に係るものについての点検の結果の報告を行った法人が、報告後3年経過日までに、技術基準適合施設の取
得等をした場合には、取得価額の20％の特別償却ができる。

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後

   従前どおり

   従前どおり

   制度名
（措置名）

   港湾管理者への報告期間を平成30年4月から平成32年3月までとし、報告後3年以内に耐震改修を行った施設を対象とする。
   加えて、南海トラフ地震防災対策推進地域又は首都直下地震緊急対策区域にあり、緊急確保航路に接続する港湾における施設については、40％の特別償却とした上で、措置の適用期限を平成35年3月31
日まで5年間延長する。

【基本情報】

   措法第43条の2、第68条の17、地方税法第23条、第72条の23、第292条

過去の政策評価の実績    H25国交35

   大規模地震等により損壊し、土砂を流出させ船舶交通に著しい支障を及ぼすおそれのある施設につき、耐震改修を促進することで、非常災害時においても耐震強化岸壁や石油製品の入出荷施設に至る航路の機能を維持し、緊急物資輸送
や燃油供給を確保する。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象
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【H29 国交05】

-303-



（参考） （参考） （参考）

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績

H23 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H24 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H25 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H26 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H27 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H28 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H29 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H30 1 － － － － － － － ▲461.0 － － － 10 不明 － － － 不明 不明 － － －
H31 1 － － － － － － － ▲796.0 － － － 10 不明 － － － 不明 不明 － － －
H32 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H33 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －
H34 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

H35～
／未定 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

租税特別措置等によって達成しようする目標とその実現状況（効果）

目標②「インフラ投資会社として財務の健全化を維持し、ま
た、投資資産を着実に拡大し長期的には財務自立的な経
営を目指す」

目標値 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

【総括表】

適用実態調査に
おける適用件数
（法人税・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（法
人事業税・百万
円）

租特の直
接的効果

実績

目標①「平成31年度までに年間10件程度の案件支援決
定を目指す」

目標値
（件）

目標
達成度

租税特別措置等の適用実態

適用件数
（法人事業税・件）

減収額
（法人税・百万円）

将来予測

適用実態調査に
おける適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

減収額
（法人事業税・百万円）

 

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容及び区分 区分 新設

創設年度 －

   株式会社海外交通・都市開発事業支援機構について、平成30年4月1日から平成32年3月31日までの間に開始する各事業年度分の事業税に限り、資本割に係る課税標準を20億円とする。なお、適用年限
については、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法附則第4条の規定により、この法律の施行（平成26年7月）後5年ごとに、この法律の施行状況について検討を加え、必要な措置を講ずるものとされて
いることを踏まえ、平成31年度までとするもの

【基本情報】

   地方税法第72条の12

過去の政策評価の実績    －

   機構を活用し、地方企業等が、様々な地域、分野で海外市場に参画し、実績・経験を積み重ねることを後押しし、「インフラシステム輸出戦略」に掲げる、2010年の10兆円から2020年に約30兆円（2015年の実績は約20兆円）のインフラ
システムの受注を達成するとともに、インフラ投資会社として財務の健全化を維持し、また、投資資産を着実に拡大し長期的には財務自立的な経営を目指す。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

   制度名
（措置名）

＜平成30年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（H29国交06） （評価実施府省：国土交通省）

   株式会社海外交通・都市開発事業支援機構の資本割に係る課税標準の特例措置の創設
   （法人の事業税の課税標準）

措置の内容

平成27年度時点    －

平成28年度税制改正以後

平成29年度税制改正以後    －

   －
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